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8�換金可能と謳ったポイントの換金を
停止する約款改定の有効性

●――事実の概要

　被告Ｙ１会社は、被告Ｙ２が創業し、代表
取締役を務める株式会社であり、会員として
登録した顧客を対象にポイント商品を販売し
ていた。原告Ｘらは、平成27年頃から29年頃
にかけて、Ｙ１会社に会員登録を行い、同社
からポイント商品を購入した。
　Ｙ１会社によるポイント商品の仕組みは、以
下のとおりであった。会員が代金を支払うと、
購入月の翌々月から10か月または12か月にわ
たり、毎月、購入額の３～５％のショッピング
ポイントが付与され、最終月には購入額の全
額がショッピングポイントとして付与される。
会員は、付与されたポイントを、１ポイント＝
１円として、Ｙ１会社から商品を購入する場合
の代金に充当すること、手数料相当額のポイ
ントを差し引いた上で再びポイント商品の購入
に使用すること、またはＹ１会社に申し込むこ
とで換金することができる。ポイントの換金を
申し込む場合、手数料として換金額の３％が
控除される。ポイントの有効期間は発生後６
か月間である。なお、会員が他の会員をＹ１会
社に紹介すると「ビジネスポイント」が付与さ

れたが、ビジネスポイントは換金の対象外とさ
れていた（本稿では「ショッピングポイント」
を「ポイント」と記載する）。
　Ｙ１会社は、令和２年１月頃から、会員に対
するポイント商品の販売及びポイント換金の受
付をほぼ停止した。Ｙ１会社が作成した「概
要書面」（2019年４月版）には、「社会情勢の
変化・経済情勢の変動・各システム変更・関
連法規変更及び遵守に伴い、当社が必要と判
断した場合は、概要書面・契約書面及び契約
内容（取扱商品・特定負担・特定利益の算出
方法等）を予告なしに追加・訂正・加筆等に
より改定があるものとし、会員はそれを了承し
ているものとします。」との記載（「本件改定規
約」）がある。
　Ｘらは、Ｙ１会社に対してポイントの換金を
請求したとして、主位的請求としてその保有す
るポイントを１ポイント＝１円で換算した金員
の支払いを求め、予備的請求として、Ｙ２に対
して会社法429条１項、Ｙ１会社に対して会社
法350条にもとづく損害賠償責任を追及した。
　Ｙ１会社は、本件改定規約によって、「社会
情勢の変化・経済情勢の変動」を理由とした
ポイントの換金停止が有効に行われたと主張
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した（このほかＸらのポイントは有効期限が経
過しているとも主張したが、本研究では省略
する）

●――判旨　請求一部認容

１　「Ｙ１会社の会員が、Ｙ１会社に申込みを
行うことにより、保有するポイントについて、
１ポイント＝１円の計算でＹ１会社から支払を
受けられることは、Ｙ１会社とＸらとの間のポ
イント商品に係る販売契約上の合意内容とな
っていたものであり、Ｙ１会社は同合意に拘束
されるものといえる。」
　「Ｙ１会社は、令和２年１月頃から、ポイン
トの換金を停止する措置（本件換金停止）を
実施しているところ、これは、Ｙ１会社がＸら
との間の合意の内容を、Ｘらの同意なく一方的
に変更したものである。」
　「本件改定規約に係る記載は、Ｙ１会社作成
の「概要書面」と題する書面に記載があるこ
とは認められるものの、同書面は「2019年４月
版」であって、ＸらがＹ１会社に会員登録した
時点（……平成27年から平成29年頃）には作
成されていないものであるから、個々のＸらに
おいて本件改定規約の内容について説明を受
け、これを了承した上でＹ１会社の会員として
登録したことを裏付ける事実の立証はないと
いうほかなく、本件改定規約の効力がＸらに及
ぶことを裏付けるに足りる的確な証拠はない。」
２　「仮に本件改定規約の効力がＸらに及ぶと
しても、本件改定規約は、「概要書面・契約書
面及び契約内容（取扱商品、特定負担・特定
利益の算出方法等）」について改定があり得る
ことを記載したものにすぎず、本件改定規約に
おいて想定されているのは、事情変更に即した

契約書面等の軽微な修正や利益算出方法の小
幅な変動等であると解される。
　他方、……ポイント商品の仕組みからすれ
ば、ポイント商品におけるポイントの扱いは本
体に付加されるいわゆる「おまけ」としての利
益供与ではなく、ポイントそのものが商品とな
ったものであるから、ポイントに関わる取り決
めは当該商品の本質的な要素であるということ
ができる。
　そうすると、付与を受けたポイントを換金
することができるか否かはポイント商品を購
入する会員にとって極めて重要な利益であっ
て、軽微な修正あるいは小幅な変動等を予定
した本件改定規約を根拠にして会員の承諾を
得ずに変更することができるものとは認めら
れ……ない。」

●――研究

１　本件においてＹらは、ポイントの付与及び
換金に関してＸらとの間に合意が存在したこ
とは争わず、本件改訂規約にもとづいて換金
停止を有効に行ったと主張した。これに対し
判旨は、そもそもＸらが会員登録を行った時
点で本件改定規約が存在していたという証拠
がないとして、それがＸとＹ１の間の合意に組
み入れられていることを否定した（判旨１）。
約款の事後的な変更は、根拠規定がなければ
およそ許されないことが前提とされているよう
に読める。
　しかし、本件のポイントに関する仕組みは
民法548条の２に言う「定型取引」にあたる
であろう。定型約款に関する規律は、平成
29年改正民法の施行前に成立していた契約
にも適用されるから（民法附則（平成29年
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６月２日法律44号）33条１項）、その内容の
変更には、定型約款の変更として同法584条
の４が適用される。同条は、定型約款の変更
に関する根拠規定を必須の要件としていない
から、裁判所は、求釈明等により当事者の主
張を促しつつ、同条の要件に照らしてＹ１に
よる換金停止の有効性を判断すべきであった
と思われる（ただし、換金停止に関する実質
的な判断は判旨２に含まれている）。
２　判旨２は、「仮に本件改定規約の効力が原
告らに及ぶとしても」ポイントの換金を一方
的に停止することは許されないとする。その
論理は、本件改定規約の対象は「契約書面等
の軽微な修正や利益算出方法の小幅な変動等」
にとどまり、取引の「本質的な要素」に及ば
ないというものである。従来の裁判例には、
約款の一方的な変更を予定した条項について、
有効性は認めつつも限定的に解釈するという
考え方をとるものも多く（山本豊「改正民法
の定型約款に関する規律について」深谷格＝
西内祐介編著『大改正時代の民法学』（2017）
427頁）、判旨２は、本件改定規約についてそ
れと同様の解釈を採用したものと言えよう。
　限定的な解釈の具体的な内容については、
「軽微な修正や小幅な変動」のみが本件改定
規約にもとづく一方的な改定の対象であると
した一方で、「商品の本質的な要素」はそれ
に含まれないとした。「商品の本質的な要素」
という表現ぶりは、取引の対価や給付に関す
る中心的な条項には約款による契約であって
も個別的な同意を必要とし、（根拠規定を置
いても）一方的に改定することができないと
いう考え方を想起させるが、そこまで明確に
特定の立場をとるのではなく、改定が相手方
に与える影響度を基準とするようでもある。

　いずれにせよ裁判所は、当てはめとして、
Ｙ１のポイントは、「おまけ」ではなく換金
可能性を本質とした「商品」そのものであり、
その換金可能性は規約の中心的な条項である
とした。企業活動の中で顧客に付与されるポ
イントは、支払決済法制の検討の中では「景
品・おまけ」として無償で発行されるものと
整理されているが（金融審議会金融制度スタ
ディグループ『「決済」法制及び金融仲介サ
ービス法制に係る制度整備についての報告
《基本的な考え方》』（2019）16頁、金融審議
会金融分科会第二部会報告『資金決済に関す
る制度整備について――イノベーションの促
進と利用者保護――』（2022）５頁）、そのよ
うに言えるためには、ポイントが無償で発行
されていることが必要である。これに対して
本件では、ポイント商品を購入すると、１０
か月ないし12か月の期間にわたり購入額の
３～５％がポイントとして付与されるだけで
はなく、最終月には購入額の全額がポイント
として付与されるというのであるから、結果
的に、会員は購入代金額以上のポイントを手
にすることになる。それらのポイントすべて
が手数料３％を差し引いた金額で換金できる
とすれば、それを景品・おまけの無償発行と
見ることは不可能であろう。従って、本件の
ポイントはそれ自体が「商品」であるとした
本判決の判断は、正しいと考えられる。
　もっとも、本件のポイントが対価を得て発
行され、かつほぼ100%の払戻しを予定して
いるとすれば、それは資金移動業に係る電子
マネー等に該当する可能性が高い（ポイント
の有効期間が６か月とされているため前払式
支払手段としての規律は適用されないが（資
金決済法４条２号、同法施行令４条２項）、

72

8換金可能と謳ったポイントの換金を停止する約款改定の有効性



日本クレジット協会　CCR（クレジット研究）第 14号（2026 年 6月）

監督法制上、払戻しを自由に認める場合は前
払式支払手段と性格を異にするとされている
（金融庁事務ガイドライン（第三分冊・金融
会社関係）５．前払式支払手段発行者関係Ⅰ
－１－１（２）））。従って、仮にＹ１が資金
移動業者として登録を受けていなかったとす
れば、資金決済法の違反となり、違法行為を
理由とした取締役としてのＹ２の第三者責任
や法人としてのＹ１の不法行為責任を主張す
る予備的請求が認められる余地もあったと思
われる。判旨２のように、本件のポイントは
「商品」そのものであると判断するならばそ
こまで行きついてもおかしくなかったのであ
るが、本判決は、Ｙ１のスキームの違法性に
ついて十分に掘り下げていない。予備的請求
を棄却する際に裁判所は、ポイント商品に係
る取引の違法性やこれに対する被告代表者の
認識について具体的な主張立証がなかったと
述べており、Ｘらの訴訟活動が十分ではなか
ったようにも窺われる。
３　Ｙ１による本件ポイント商品のスキーム
については、出資法２条違反の問題もあり得
るように思われる。前述したポイント付与の
仕組みは、商品の対価と称して会員が拠出し
た預り金に対して、利回りにあたるポイント
を10か月ないし12か月間発行し、期末のポイ
ント発行によって元本を償還するという仕組
みにも見えるからである。出資法が脱法行為
を含めて厳しく刑事罰を科していることをふ
まえると、本件のスキームの違法性は高く、
公序良俗に反するものであった可能性が高い。
　出資法２条違反の事案で被害者により民事
訴訟が提起される場合、通常は、本件の予備
的請求と同様に、不法行為または会社法429
条により損害賠償を請求する。違法性が認め

られれば、被害者には預り金として出捐した
金額が返還され（東京地判平成13・３・28
判例タイムズ1140号183頁［オレンジ共済事
件］、大阪地判平成28・５・30金融・商事判
例1495号23頁［安愚楽牧場事件］）、事実関
係によっては過失相殺による減額がなされう
るであろう。これに対して、本判決は、主位
的請求としてポイントの換金請求を認容して
いる。すると、被害者が出捐した金額だけで
はなく、違法に約束された利回りまでもが裁
判所の手を借りて実現されることになってし
まう。前述のような本件スキームの違法性を
考えると、それでは被害者の救済として認め
られるべき範囲を超えてしまい、適切ではな
いように思われる。
　ところで、本件でＸらは、ポイントの付与
自体が令和２年ごろから停止されたことに関
し、それ以降の時期にも従前と同様にポイン
トを付与した上で換金に応ずるよう請求して
いるが、裁判所は「Ｙ１から実際に付与され
たポイントが存在しない以上、Ｙ１の債務不
履行の問題が別途生じることはあり得るとし
ても、合意に基づくポイント換金請求の対象
に含まれるとは認められない」としてこの部
分の請求を棄却している。本判決もＸらが出
捐した金額をすべて回収させようとしている
わけではなく、一部についてのみ救済を認め
てバランスをとろうとしたのであろう。しか
し、結論としてのすわりはともかく、違法な
利回りを約束した合意の履行を認めることに
ついて、理論的な問題性が消えるわけではな
い。また、理論的に考えても、本件のポイン
トの仕組みにもとづく請求のうち「ポイント
換金合意」の履行請求だけが訴訟物であり、
「ポイント付与合意」は訴訟物となっていな
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い（別訴で請求する可能性はある）という整
理も不自然である。
４　本件に対して控訴した原告は予備的請求
を中心とした訴訟活動に切り替えた模様であ
り、控訴審では、主位的請求は「訴えの変更
により失効した」とされる一方、予備的請求
について、出捐額から控訴人に支払われた金
額を控除した額に弁護士費用相当額を加算し
た額を損害額としてＹ１・Ｙ２に賠償が命じ
られた。控訴審判決は、本件のポイント事業
はきわめて高い利回り（ポイント付与率が低
いプランでも実質年利16%など）が約束され
ていたことを認定し、「ポイント商品の購入
者の大半が換金目的であれば、上記の実質年
利に照らし、本件スキームを継続することが
極めて困難であることは、Ｙ１代表者におい
て容易に認識し得るものといえる」「そうで
あれば、結局、Ｙ１会社におけるポイント商
品の販売は、いずれ本件スキームが破綻して
購入者に損失が生ずる危険があるにもかかわ
らず、その危険性について説明されることな
く行われたもの」として、Ｙらの損害賠償責
任を肯定している（東京高判令和６・10・23
消費者法ニュース142号117頁抄録）。
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